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6,472人 7,866,630千円 151,554千円 1,160,910千円 14.7%

（1）給　与
　①　給与の定め方

　職員の給与は、国の人事院勧告並びに青森県人事委員会の勧告を基本に、他の地方公共団体との均衡に配慮しな
がら、町議会の審議を経て条例で定められています。

　②　給与のあらまし
　令和８年４月１日における給与の状況については、次のとおりです。

ア　人件費の状況（令和7年度普通会計決算）
住民基本台帳人口
（令和7年度末） 歳出額Ａ 実質収支 人件費Ｂ 人件費率

Ｂ／Ａ

２　給与、勤務時間その他の勤務条件の状況２　給与、勤務時間その他の勤務条件の状況

イ　平均給料、平均給与及び平均年齢の状況
平均年齢平均給与月額（円）平均給料月額（円）区　分

334,600円 363,300円 44.4歳一般行政職

ウ　初任給の状況

エ　経験年数別平均給料の状況

２年後の給料初任給区　分
大 学 卒
高 校 卒
大 学 卒
短 大 卒

237,600円
206,700円
272,200円
266,900円

244,800円
218,200円
278,800円
273,000円

一般行政職

看護保健職

区　分

一般行政職 大 学 卒
高 校 卒

経験年数10年
273,200円
266,100円

経験年数20年
300,900円
301,600円

経験年数30年
392,400円
341,400円

開始時刻
8：15

終了時刻
17：00

休憩時間
12：00～13：00

勤務時間
7時間45分

　令和８年４月１日における職員の通常の勤務時間は、次のとおりです。

取得者実人数

（2）勤務時間の状況

総付与日数Ａ 総取得日数Ｂ 対象職員数Ｃ 平均取得日数　Ｂ／Ｃ 消化率　Ｂ／Ａ
①　年次休暇の取得状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（R7.1.1～R7.12.31）

・対象職員には、派遣職員、期間中に育児休業又は休職をした職員は含みません。
・取得は１日または１時間単位。７時間45分を１日に換算し、１時間未満は１時間として計算しています。

（3）休　暇

②　病気休暇の取得状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（R7.1.1～R7.12.31）

46人
日数
333日

時間数
31時間

取得実績（延べ）

　職員の休暇には、年次休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇がありますが、それらの取得状況については、次
のとおりです。

5,411日 1,987日 143人 13.90日 36.72％

種　類
取得実績（延べ）

時間数（時間）日数（日）
取得者実人数
（人）

付与日数
（概要）

③　特別休暇の取得状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（R7.1.1～R7.12.31）

結 婚 休 暇

産 前 休 暇

育児時間休暇
服 忌 休 暇
子の看護休暇

短期介護休暇

夏 季 休 暇

連続する5日以内
８週間（多胎妊娠は14週間）
以内で申し出た期間
1日2回、各30分以内
１日～連続10日
５日以内
５日以内

（要介護者２人以上の場合10日以内）
5日以内

3

3

2
18
19

8

142

10

99

0
60
50

27

702

0

0

154
8

148

4

0

（1）分限処分の状況 （令和７年度）
種　類
免　　職
降　　任
休　　職
降　　給

処分件数
0
0
1
0

処分の内容
職員の意に反してその職を失わせる処分
現に有している職より下位の職に任命する処分
職を保有させたまま一定期間職務に従事させない処分
現在の給料の額より低い額の給料に決定する処分

３　分限及び懲戒の状況３　分限及び懲戒の状況

（1）職務専念義務の免除を認めている例の概要
　地方公務員法第35条の規定により職員は職務に専念する義務を有していますが、研修を受ける場合や厚生に関す
る計画の実施に参加する場合等のときは、職務専念義務の免除を認めています。

（2）営利企業等の従事制限の許可基準及び許可状況
　職員が営利企業等に従事する場合には、地方公務員法第38条の規定に基づき任命権者の許可を得る必要がありま
すが、その場合の許可基準は、深浦町職員の営利企業等の従事制限に関する規則で定めています。
また、令和７年度中の許可状況については、次のとおりです。

（2）懲戒処分の状況 （令和７年度）

種　類
免　　職
停　　職
減　　給
戒　　告

処分件数
0
0
2
0

処分の内容
制裁として、職員の意に反してその職を失わせる処分
制裁として、一定期間職務に従事させない処分
一定期間、給料の一定割合を減額して支給する処分
規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分

延べ人数（人）

－

115

5

区　分
営利を目的とする私企業を営むことを目的とする
会社その他の役員、顧問、評議員その他これらに
準ずる地位を兼ねる場合
自ら営利を目的とする私企業を営む場合

報酬を得て他の事業又は事務に従事する場合

農業、漁業、食品加工
消防団員、職員組合、猟友会員、自
治会役員、競技審判員、講師、統計
調査員　等

主な従事内容

４　服務の状況４　服務の状況




